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平成 22 年 10 月 27 日 

各      位 

 

東京都渋谷区恵比寿 4 丁目 20 番 3 号 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ･ｺﾝｿｰｼｱﾑ株式会社 

代表取締役社長 矢嶋 弘毅 

（コード 4281 JASDAQ） 

問い合わせ先 戦略統括本部 IR 担当 

 
 

   

連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

 

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：矢嶋弘毅）は、

平成 22 年 10 月 27 日開催の取締役会において、株式会社アイレップ（コード 2132 ＪＡＳＤＡＱ  本社：東京都

渋谷区、代表取締役社長：紺野俊介 以下、アイレップ）に対する公開買付け（以下、本公開買付け）の成立を

条件として、当社が保有する当社の連結子会社である株式会社レリバンシー・プラス（本社：東京都渋谷区、代

表取締役社長：紺野俊介 以下、レリバンシー・プラス）の全株式をアイレップに譲渡することを決議いたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。本公開買付けが成立し、かかる譲渡が実行された場合でもレリバンシ

ー・プラスは当社の連結子会社ではありますが、この場合、同社は当社の子会社から孫会社（アイレップの子会

社）となります。 

なお、本公開買付けに関する詳細は、本日別途リリースいたしました「株式会社アイレップ株券等に対する公

開買付けの開始に関するお知らせ」（http://www.dac.co.jp/Contents/pdf/irrelease/20101027_ir_tob.pdf）をご

覧ください。 

 

 

記 

 

１．異動の理由と方法 

「株式会社アイレップ株券等に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」に記載のとおり、当社は、アイレ

ップによる SEM 領域における強みをいかしつつもリスティング広告、SEO 等にとどまらない事業展開や取引顧

客の拡大と、当社による SEM 領域における対応力強化やネット広告市場における競争力強化、アイレップによ

るレリバンシー・プラスの完全子会社化による経営効率化の推進を図るために、本公開買付けによりアイレップを

当社の連結子会社とすることとし、アイレップとの間で平成 22 年 10 月 27 日付資本業務提携契約書を締結いた

しました。 

当社は、平成 19 年 12 月に、リスティング広告を中心とした検索エンジンマーケティング（Search Engine 

Marketing、以下、SEM）領域のサービス提供を強化すべく、同領域のリーディングカンパニーであるアイレップと

共同でレリバンシー・プラスを設立し、同社を連結子会社としておりますが、当社グループの更なる経営効率化

を図るため、本公開買付けの成立を条件として、当社が保有するレリバンシー・プラスの全株式（所有割合



 

2 

51.0％）をアイレップに譲渡し、レリバンシー・プラスをアイレップの完全子会社にすることといたしました。アイレッ

プと同様に SEM 関連事業を主力事業とするレリバンシー・プラスをアイレップの完全子会社にして両社の連携を

一層強化することで、両社による事業シナジーの創出やスケールメリットの追求を目指します。 

 

 

 

２．異動する子会社の概要（平成 22 年 6 月 30 日現在） 

（１） 商 号 株式会社レリバンシー・プラス 

（２） 代 表 者 代表取締役社長 紺野 俊介 

（３） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷 2 丁目 1 番 1 号 

（４） 設 立 年 月 日 平成 19 年 12 月３日 

（５） 主 な 事 業 の 内 容 リスティング広告、SEO 及びその他周辺サービスの広告会社への提供 

（６） 資 本 金 100 百万円 

（７）  発 行 済 株 式 総 数 4,000 株 

（８） 従 業 員 数 90 名 

（９） 
異動前の株主構成 

及 び 所 有 割 合 

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社                  

株式会社アイレップ                    

51.0％ 

49.0％ 

（10） 上場会社と当該会社

との関係 

資本関係 当社は、当該会社株式の 51.0％を保有しております。 

人的関係 当社の取締役 3 名が、当該会社の取締役 2 名及び監査役

1 名を兼任しております。また、当社から当該会社に 22 名

の従業員が出向しております。 

取引関係 当社は、当該会社へのリスティング広告の発注と業務委

託、及び当該会社に対する経営指導を行っております。 

（11） 当該会社の最近2年

間の経営成績及び

財政状態 

決算期 
平成20年9月期 

（※注） 
平成21年9月期 

純資産 204 百万円 184 百万円 

総資産 419 百万円 452 百万円 

1 株当たり純資産 51 円 19 銭 46 円 02 銭 

売上高 2,814 百万円 6,534 百万円 

営業利益または営業損失（△） 8 百万円 △7 百万円 

経常利益または経常損失（△） 8 百万円 △8 百万円 

当期純利益または純損失（△） 4 百万円 △20 百万円 

1 株当たり当期純利益 

または純損失（△） 
1,198 円 00 銭 △5,177 円 50 銭 

1 株当たり配当金 0 円 00 銭 0 円 00 銭 

（※注）平成 20 年 9 月期は 10 ヶ月決算です。 
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３．株式譲渡の相手先の概要 

（１） 商 号 株式会社アイレップ 

（２） 代 表 者 代表取締役社長 紺野 俊介 

（３） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷 2 丁目 1 番 1 号  

（４） 設 立 年 月 日 平成 9 年 11 月 17 日 

（５） 主 な 事 業 の 内 容 SEM サービス（リスティング広告、SEO、Web 解析等） 

（６） 資 本 金 537 百万円 

（７） 純 資 産 1,811 百万円 

（８） 総 資 産 2,985 百万円 

（９） 大株主及び持株比率

(平 成 22 年 3 月 31 日 時 点)  

髙山 雅行 

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

株式会社博報堂 DY メディアパートナーズ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）    

NCT 信託銀行株式会社（投信口） 

大阪証券金融株式会社 

株式会社アイレップ 

菊谷 友志   

水元 公仁 

47.24% 

20.92% 

6.77% 

4.68% 

1.83% 

1.58% 

1.20% 

1.16% 

0.99% 

0.85% 

（10） 上場会社と当該会

社との関係等 

（平成 22 年 10 月 27 日現在） 

資本関係 当社は、当該会社の株式 5,704 株（発行済株式

総数の 20.92％）を保有しており、当該会社の第

二位株主であります。 

人的関係 当社の代表取締役矢嶋弘毅は、当該会社の取締

役を兼務しております。 

取引関係 当社は、当該会社に対してインターネット広告枠

の販売を行っております。 

関連当事者への該

当状況 

当該会社は、当社の持分法適用関連会社であ

り、関連当事者に該当します。 

（11） 当該会社の最近 3

年間の経営成績及

び財政状態 

決算期 
平成 19 年 9 月期

（※注） 
平成 20 年 9 月期  平成 21 年 9 月期 

純資産 1,609 百万円 1,847 百万円 1,811 百万円 

総資産 2,956 百万円 3,023 百万円 2,985 百万円 

1 株当たり純資産 59,689 円 90 銭 68,832 円 67 銭 67,306 円 87 銭 

売上高 8,376 百万円 10,216 百万円 9,300 百万円 

営業利益 

または営 業 損 失 （△）
465 百万円 482 百万円 112 百万円 

経常利益 

または経 常 損 失 （△）
438 百万円 486 百万円 110 百万円 
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当期純利益 

または純損失（△） 
237 百万円 273 百万円 6 百万円 

1 株 当 たり当 期 純 利 益 

また は 純 損 失 （ △） 
8,946 円 96 銭 10,105 円 76 銭 236 円 40 銭 

1 株当たり配当金 0 円 00 銭 1,500 円 00 銭 500 円 00 銭 

（※注）平成 19 年 9 月期は非連結の数値です。 

 

 

４．譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数 2,040 株 

（議決権の数：2,040 個） 

（所 有 割 合：51.0%） 

(２)譲渡株式数 2,040 株 

（議決権の数：2,040 個） 

（所 有 割 合：51.0%） 

（譲 渡 価 額：84,359,257 円） 

(３)異動後の所有株式数 0 株 

（議決権の数：0 個） 

（所 有 割 合：0.0％） 

(４)取得価額の算定根拠 平成 22 年 9 月 30 日時点の財務諸表に基づくレリバンシー・プラスの純資産

額（165,410,306 円）のうち、当社の保有する同社の持分割合 51.0％に相当

する額 

 

 

５．日程 

取 締 役 会 決 議 平成 22 年 10 月 27 日 

資本業務提携契約日 平成 22 年 10 月 27 日 

株式譲渡契約締結日 平成 22 年 11 月 30 日予定 

引 渡 期 日 平成 23 年  1 月  1 日予定 

 

 

６．今後の見通し  

本件によるに伴う今後の当社の連結業績に対する影響につきましては、現在精査中です。今後公表すべき

事実が生じた場合には、速やかに公表いたします。 

 

 

以  上 

 


